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はじめに

ロシアの経済的苦境が長期化してい
る。世界中の投資家から、ブラジル、中
国、インドと並び立つ新興市場の雄と見な
され、なおかつ、これら3カ国に比肩する高
い経済成長を誇った時代は、いまや遠い
過去である。ロシアの経済不振は、2008
年に巻き起こった世界金融危機（いわゆ
るリーマン・ショック）を発端とする。図1の

通り、同国は、2008年こそ対前年度比で
5.2％の経済成長を維持したが、翌2009年
の成長率はマイナス7.8％へと激しく落ち込
んだ。続く2010年はＶ字回復を果たしたも
のの、その勢いは続かず、2013年までの
間、じり貧状態に陥った。更に、ウクライナ
騒乱の機を逃さず、クリミヤを事実上強制
併合した2014年及び翌2015年は、再び
マイナス成長に陥った。図１が示す通り、そ
の後も2019年に至るまで、ロシア経済は、

3％台の成長率にすら復帰できなかった。
そして、現在のロシアはコロナ禍の最中に
ある。周知の通り、新型コロナウイルス感
染問題は、世界のありとあらゆる国々の経
済活動に対して否定的な影響をもたらして
いるが、ロシアも例外ではない。事実、ロシ
ア連邦国家統計局（以後、国家統計局）
の速報値によると、2020年の成長率は、マ
イナス3.1％に大きく沈んだ。
表1には、2020年のロシア経済実勢を

示す代表的指標が列挙されているが、国
内総生産の対前年度比実質成長率をも
大幅に凌駕する低下率を示したものは、鉱
業生産、サービス業売上高及び貿易総額
であったことが分かる。また、かかる景気
後退の結果、実質可処分貨幣所得が前
年より3.5％縮小し、失業者も24.7％増大し
たことが併せて確認できる。続く図2には、
2020年の生産・貿易指標の月別動向が描
かれているが、コロナショックの影響は、貿
易活動に先ず顕在化し、続いて小売業や
サービス業の大幅な落ち込みを伴った。一
方、その他の産業部門は、比較的堅調
だった農業を唯一の例外とすれば、2020
年4月以降12月までの期間を通じ、押しな
べて前年の水準を下回り続けるという趨勢
を示した。いずれにしても、新型コロナウイ

要　旨
　現代ロシアの企業セクターは、2つの歴史的潮流を源に形成された。ひとつは、社会主義時代に設立された国有企業の大規模
な民営化、もうひとつは、体制転換期の新規参入と企業退出である。この結果、企業セクターは、市場原理の下でダイナミックな
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業に対する政府の直接的な統制が強化されてもいる。このようなロシア型国家資本主義と政府産業支配の展開は、企業セクター
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図1　ロシア経済成長率の推移（2005～2020年）

出所：ロシア連邦国家統計局公表データ（https://rosstat.gov.ru/）に基づき筆者作成
注：対前年度実質成長率（％）。
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筆者らは、「オリガルヒ」や「シロヴァル
ヒ」と揶揄される政商のビッグ・ビジネスを
巡る暗躍（安達、2016）や戦略産業の国
家支配は、相互に意味合いは異なるもの
の、そのどちらもが、民間活力に溢れたダ
イナミックな企業活動の実現を著しく損なっ
ていると考えている。本稿では、現代ロシ
ア経済を特徴付けるこれら2つの負の側
面について考察を行い、かかる筆者らの
主張を具体的に展開すると同時に、ヘン
ダーソンがいう「ロシア縁故資本主義」の
深層の一端を明らかにする。また、2021年
を以て、ロシアが体制転換30周年を迎え
るに先立ち、企業セクターという観点から、
その歴史的軌跡を回顧することも大いに
意義があろう。本稿では、上述の研究目的
とも非常に係りが深いこの課題にも併せて
取り組むこととする。
そこで、以下では、第1節において、体
制転換期におけるロシア企業セクターの
形成過程と現代におけるその全体像を把
握し、その上で、第2節では、ロシア産業
界における政商率いる財閥・企業集団の
突出した存在感を、続く第3節では、国家
の産業支配という問題を順次論じる。そし
て、最終節で、考察結果の要約と筆者ら
の結論を述べる。

と権力者が結託して自らの利益となるよう
に国家や市場を運営しようとする「縁故資
本主義」（クローニー・キャピタリズム）の典
型例として、ロシアを取り上げ、次のように
批評している。
「共産主義体制下でのソ連経済は、西
側経済に比べて成長率が極端に低く、個
人の自由、政治的自由が著しく制限され
ていた。ベルリンの壁が崩壊し、ソ連邦が
崩壊したのち、ロシアはシカゴ学派の純粋
モデルである「完全に制約のない市場」を
積極的に取り入れようとした。その機運が
ピークを迎えたときには、ロシアが先進国
経済になるかと思われたほどだ。だが、外
部性に価格づけを行い、法の支配を遂行
する制度を構築し、良質な教育や医療を
提供しようとする者、あるいは企業が自分
たちのルールを勝手につくれないようにする
者はいなかった。笑顔の裏で権力を握って
いたのは依然、銃を突き付ける男たちだっ
た。ロシア国家は経済の大部分をごく少数
の仲間たちに売り渡した結果、とりわけ醜
悪な縁故資本主義が誕生した。（中略）
自由市場は自由な政治を必要とする。つま
り、適正に機能する社会の仕組みこそが、
ビジネスにとって重要なのである。」（ibid.、
37頁）

ルス感染問題の国民生活への影響は甚
大であり、ロシアの市民や企業を一層の苦
境に追い込んでいることは疑いない。
ロシア経済不振の長期化は、2008年の
世界金融危機に加えて、翌2009年の欧
州ソブリン不安、2014年のクリミヤ併合を
契機とする国際社会からの経済制裁1、並
びにこの間の国際原油価格の低迷といっ
た、ロシアの市民や企業にとっては、いわ
ば「外生的」といえる一連のマクロ経済
ショックによって引き起こされたと考えられて
いる。現在進行中のコロナショックもまた然
りである。この見解に筆者らも大きな異論
はない。しかし、近年におけるロシア経済
低迷の底流には、同国の企業・産業体制
に内在する制度的・構造的要因が深く横
たわっているという事実に関して、我々は、
コロナショックを含む一連の経済危機や国
際市場での油価低落という問題に対する
以上の注目を払っている。筆者らのこのよう
な問題意識に関連して、話題の書『資本
主義の再構築』（2020）を著したハーバー
ド大学のレベッカ・ヘンダーソンは、富裕層

1 世界金融危機と欧州ソブリン不安の経緯や、これらの国際的信用危機が、ロシアや他新興市場に及ぼした影響については、岩㟢（2014）を参照のこと。クリミヤ併合に
起因する国際制裁の内容及びロシア経済や企業活動への影響は、志田（2018）及び Shida（2020）に詳しい。

表1　2020年ロシア経済実績

出所：ロシア連邦国家統計局 (2020)『ロシア社会経
済情勢情報2020年12月』及びロシア連邦国家統計
局 (2021)『ロシア社会経済情勢情報2021年1月』

項 目 対前年度比
成長率（％）

国内総生産 -3.1
農業生産 1.5
　穀物生産 9.8
　畜産生産 3.1
鉱工業生産 -2.6
　鉱業生産 -6.9
　製造業生産 0.6
小売業売上高 -4.1
サービス業売上高 -17.1
ライフライン生産（電力、ガス、蒸気） -2.4
水道業生産 -3.8
建設業売上高 0.1
貨物輸送量 -4.9
　鉄道輸送量 -2.2
　自動車輸送量 -1.4
貿易総額（米ドル建て） -16.3
　輸出総額 -21.0
　輸入総額 -5.8
消費者物価 4.9
工業製品生産者価格 -12.9
実質可処分貨幣所得 -3.5
失業者数 24.7
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図2　2020年ロシア生産・貿易指標の月別動向

出所：ロシア連邦国家統計局（2021）『ロシア社会経済情勢情報2021年1月』
注：対前年度同期 =100。指標内容は表１に準ずる。
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1．�ロシアにおける企業セクター
の形成

現在ロシアに観察される企業セクター
は、大きく分けて、2つの歴史的潮流を源
に形成されたものだといえる。ひとつは、
1917年10月の社会主義革命以降70余
年の歳月をかけてソ連共産党政権が生み
出した国有企業群の私有化である。社
会主義計画経済は、生産手段の国家独
占を大前提とする経済体制であったから、
1991年末のソ連崩壊を受けて、私有財
産制を制度的な基礎とする資本主義市
場経済への体制転換を始めた新生ロシア
にとって、国有企業資産の民間人への譲
渡は、欠くべからざる政策手段であった。
1990年代に亘り、連邦全土を挙げて実施
された企業私有化は、現代ロシア企業の
成り立ちを理解するためには決して避けら
れない研究テーマだが、その政策枠組み
と経過の詳細は、溝端（2011）の解説に
委ね、ここでは以下の3点を述べるに留め
る。
第1に、1992年10月から1994年6月に
至る「大衆私有化段階」において、対象
企業の67％が、額面価格70％で普通株
51％を取得するオプションを選択した。同
オプションは、産業界を含む「あらゆる側
面からの圧力」に屈した妥協の産物であ
り、この段階でのインサイダー所有の圧倒
は、当然の帰結であった。第2に、引き続
く「貨幣私有化段階」の一環として1995
年12月に行われた「担保型私有化」は、

一握りの商業銀行による巨大企業株の草
刈場と化した。入札プロセスの不透明性
や産業政策としての不適切さ故に批判が
絶えないこの政策は、その後、「オリガル
ヒ」と呼ばれる新興資本家らが率いる大
財閥が勃興する重大な契機となった。第
3に、企業私有化政策は、2015年末まで
に、国有企業およそ97000社の所有転
換を成し遂げて、その目標をほぼ達成し、
2010年代後半から現在にかけては、私
有化企業に残存する国家保有株式の効
率的な管理とその迅速な処分の遂行を目
指す段階にある（岩㟢、2016）。これら
私有化企業の中には、石油・ガス部門や
冶金部門をはじめとする基幹産業の大企
業も多数含まれており、今日のロシア産業
界を代表するいわゆる「ビッグ・ビジネス」
の母体となった場合も少なくない（安達、 
2016）。この点は、第2節で改めて述べる。
ロシア企業セクターを形成するいまひと
つの歴史的潮流は、企業私有化と同時
並行的に進んだ新規企業の市場参入と、
私有化企業も含む既存企業の退出であ
る。企業の参入と退出は、国民経済活
動のダイナミクスを生み出す重要な歯車の
一つであり、その活発さこそが、計画経済
とは一線を画す市場経済の強みである。
社会主義時代のロシアは、「不足経済」
と揶揄されるほど、商品とサービスの供給
が実に不十分であった。言い換えると、
産業の「ニッチ」が至る所に存在していた
のである。1992年以降の市場経済化は、
これらの隙間に入り込むべく、民間の投

資家や企業家の「突進」を呼び起こした。
その結果は、企業数の著しい増加に結実
している。事実、国家統計局の公開デー
タによれば、1994年の企業総数は124.5
万社であったが、10年後の2003年には
384.5万社に達し、更に10年後の2012年
には488.6万社を、そして2015年の企業
数は504.3万社を記録し、ついに500万社
の大台を突破したのである。この間、市
場競争が漸次激化する中で、市場のニー
ズに適合できない企業や、財務・生産効
率の低い企業は、次 と々撤退や経営破綻
を余儀なくされたから、総企業数の絶え間
ない増加は、体制移行期を通じて、市場
参入率が市場退出率を常に上回り続けて
きたことを意味している。社会主義崩壊
後の四半世紀弱に亘って、ロシア企業セ
クターの「新陳代謝」は確実に進んだとい
えよう。
しかし近年、その様相には大きな変化
が見られる。図3には、2005年から2020
年に及ぶ市場参入率と退出率の推移が
描かれているが、同図の通り、この間、市
場参入率は緩やかな長期低落傾向を示
す一方、市場退出率は、リーマン・ショック
が起きた2008年秋を契機に上昇を始め、
2016年1月以降は、殆ど全ての月で、市
場参入率を大幅に上回っているのである。
この結果、企業総数も2016年以後減少
に転じ、すぐ後に述べる通り、2020年1月
のそれは、400万社の水準をも下回って
いる。連邦構成主体のパネルデータを用
いた Iwasaki et al.（2016）や Iwasaki 
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図3　市場参入率・退出率の推移（2005年1月～2020年12月）

出所：ロシア連邦国家統計局公表データ（https://rosstat.gov.ru/）に基づき筆者作成
注：市場参入（退出）率とは、法人・組織1000社当たりの新規参入（退出）法人・組織の数を意味する。
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and Maurel（2017）の実証分析によれ
ば、ロシア企業の市場参入と退出は、所
在地域の社会経済情勢と共に、石油価
格や為替レートに反映される世界経済の
動向に敏感に反応する。企業セクターに
顕在化した過去5年間の明らかな変調は、
クリミヤ併合を引き金とした国際社会から
の経済制裁や石油市場の軟調と密接に
関係している可能性が高い。無論、コロ
ナショックのインパクトも相当大きいと見られ
る。
企業セクターの新陳代謝に係るもう一

つの興味深い事実に触れておこう。表2
は、2007年初に活動が確認された従業
員数50名以上のロシア企業総計112,141
社のどれだけが、13年後の2019年末ま
でに退出したのかを、各社の企業年齢、
即ち、創業年から2006年末までの経過
年数毎に調査した結果である。同表の通
り、ロシア企業セクターは、大変若い企業
がその圧倒的大多数を構成している。実
際、2007年初の時点で、15歳以下の企
業が、全体の96.1％を占めているのであ
る。つまり、企業数で言えば、いわゆる「社
会主義世代」は、もはや極めて少数派で
あり、今日の産業界を担っているのは「新
世代」だといってよい。しかし、同表右端
欄に示されている通り、これら新世代企業
の生存率は、旧世代よりも遥かに低い。ど
うやら今日のロシアでは、創業当初の10
年間を生き残れるか否かが、事業成功の
目安といえそうである。この直観的観察結
果は、Iwasaki and Kim（2020）によるロ
シア企業の多変量生存時間解析の結果
と符合している。事実、同論文によると、
他の条件を一定とした場合、企業年齢が
1年増すと、当該企業の生存確率は、統
計的に有意に5％も向上するのである。
上述した2つの歴史的潮流、即ち、10

万社に迫る国有企業の私有化と、新規
企業の夥しい参入及び既存企業の激し
い退出が、今我々が目にするロシア企業
セクターを創り上げたのである。本節の最
後に、その全体像を把握しておこう。
表3には、2020年1月現在における法

人・組織の部門別・所有形態別構成が示
されている。同表の通り、2020年初のロ
シアには、382.7万社の企業が活動し、
国家統計局の別のデータによれば、ここに

表2　企業年齢と市場退出率（2007～2019年）

出所：ビューロバンダイク社 ORBIS データベース（https://www.bvdinfo.com/en-gb/
our-products/data/international/orbis）に基づき筆者作成

企業年齢
（2007年初時点）

企 業 数
市場退出率（％）

2007年初 2019年末
1～5 41,256 12,982 68.5
6～10 32,344 15,072 53.4
11～15 34,218 21,249 37.9
16～20 2,772 1,774 36.0
21～25 44 29 34.1
26～30 78 57 26.9
31～35 120 80 33.3
36～40 121 87 28.1
41～45 146 113 22.6
46～50 166 132 20.5
51～55 103 70 32.0
56～60 83 60 27.7
61～65 127 85 33.1
66～70 102 75 26.5
71～75 111 85 23.4
76～80 82 54 34.1
81～85 28 21 25.0
86～90 31 24 22.6
91～95 20 12 40.0
96～100 10 8 20.0
101～105 22 15 31.8
106～110 36 23 36.1
111～115 17 14 17.6
116～120 7 4 42.9
121～125 13 10 23.1
126～130 10 6 40.0
131～135 7 6 14.3
136～140 4 3 25.0
141～145 4 2 50.0
146～150 8 6 25.0
151歳以上 51 36 29.4
計 112,141 52,194 53.5

表3　法人・組織の部門別・所有形態別構成（2020年1月現在）

部門別法人・組織数 所有形態別法人・組織数（1000社） 部門別国有・
公有比率（％）実数(1000社) 構成比(％) 国有・公有 私 有 混 合1) その他2)

全部門 3,826.9 100.0 278.9 3,261.0 18.7 268.3 7.3
農林水産業 102.9 2.7 4.0 95.7 0.5 2.7 3.9
鉱業 16.9 0.4 0.1 15.4 0.1 1.3 0.6
製造業 286.6 7.5 1.2 270.7 1.5 13.2 0.4
電気・ガス・空調 21.1 0.6 3.1 16.2 1.2 0.6 14.7
水道 24.2 0.6 3.3 19.9 0.3 0.7 13.6
建設 439.0 11.5 1.5 423.4 0.6 13.5 0.3
卸売・小売・修理 1,084.2 28.3 2.1 1,030.9 0.9 50.3 0.2
運輸・倉庫 224.2 5.9 5.4 211.1 0.9 6.8 2.4
ホテル・レストラン 91.0 2.4 1.3 85.1 0.2 4.4 1.4
情報・通信 116.2 3.0 5.1 104.1 1.1 5.9 4.4
金融・保険 64.8 1.7 1.3 51.6 2.4 9.5 2.0
不動産 320.6 8.4 5.3 304.0 2.6 8.7 1.7
科学・技術 326.8 8.5 11.2 295.5 4.0 16.1 3.4
旅行 153.2 4.0 4.2 143.6 0.3 5.1 2.7
行政・国防・社会保障 89.2 2.3 84.8 4.1 0.1 0.2 95.1
教育 128.3 3.4 96.9 28.7 0.4 2.3 75.5
保健衛生・社会事業 82.5 2.2 18.8 58.5 0.3 4.9 22.8
文化・スポーツ他 75.8 2.0 27.6 40.2 0.4 7.6 36.4

出所：ロシア連邦国家統計局（2020）『ロシアの社会経済情勢報告2020年1月』
注：1）国家・民間共同所有及びその他共同所有形態。2）主に公共・宗教団体。
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7140万の労働者が雇用されている。部
門別構成比では、卸売・小売・修理業部
門に属する企業が最も多く、全体の28.3％
を占め、建設業の11.5％、科学・技術開
発の8.5％、不動産業の8.4％、製造業の
7.5％がこれに続く。他方、第一次産業に
属する農林水産業企業の構成比は、全
体の2.7％に過ぎない。国有・公有企業は
27.9万社を数え、企業全体の7.3％を占め
る。国有・公有比率が、ライフライン産業
や公共サービス部門で相対的に高いのは
自然である。ロシアでは、中東欧諸国ほ
ど外資系企業の存在感は大きくなく、『統
計年鑑2020年版』によれば、2019年にお
いて、外資系企業の比率は、全体の4％
にも満たない。
ロシアの政府と議会は、企業改革の両
輪として、先に述べた企業私有化と共に、
会社法制度の整備にも多大な政策努力
を傾注した。その成果は目を見張るものが
ある。実際、現在のロシア会社法は、先
進諸国のそれにも比肩する体系と内容を
具備するまでに整備されたと評価されてい
るのである（岩㟢、2018）。その現行法
は、ロシア領土内で設立可能な営利目的
法人・営利団体の法組織形態として、国
家機関が所有権を独占する純国有企業
及び純公有企業を指す所有一元（ユニ
タリー）企業、事業パートナーシップ（合
名会社、合資会社）、事業会社（有限責
任会社、追加責任会社、商事会社、株
式会社）及び生産協同組合を規定してい
る。表4の通り、2020年1月時点で、株式
会社を除く事業パートナーシップ及び会社
は、営利法人全体の96.7％（301.7万社）
を占めているが、その殆どは有限責任会
社である。株式会社の比率は、全体の2.1％
（6.4万社）に過ぎないが、1990年代、
国有企業の大部分が、株式会社化とい
う措置を介して私有化されたという歴史的
な経緯もあり、中堅・有力企業に限定すれ
ば、企業形態としての株式会社は、有限
責任会社に勝るとも劣らない採用頻度を
誇っている（岩㟢、2016）。
ロシア企業セクターの健全性を把握す

る目的で、国家統計局は、全企業に占め
る赤字企業の比率を算出している。図4
は、その2019年実績である。1年間の収
益が損益分岐点以下である企業が、全

体の約3分の1に相当するという事実は、
多くの読者に驚きを以て受け止められるだ
ろう。一定の収益性を確保することは、経
済が停滞気味の今のロシアではなかなか
の難事であり、表2に示した通り、新規参
入後10年以内に、大多数の企業が、事
業の撤退ないし経営破綻に追い込まれる
大きな原因の一つになっている。ロシア企
業を巡る経営環境は、近年非常に厳しい
ものがある。無論、2008年の世界金融
危機からコロナショックに至る一連の外生

的ショックが、その大きな要因の一つであ
ることに疑いの余地はない。しかしながら、
我々は、一握りの財閥・企業集団が大勢
を制する同国の大企業体制及び政府の
産業支配が、それ以上に暗い影を落とし
ていると考える。次節以降では、この点を
検討しよう。

表4　営利法人の企業形態別構成（2020年1月現在）

出所：ロシア連邦国家統計局（2020）『ロシアの社会経済情勢報告2020年1月』

実数（1000社） 構成比（％）
全営利法人 3,118.3 100.0
　事業パートナーシップ・会社 3,080.9 98.8
　　株式会社 64.3 2.1
　　有限責任会社等 3,016.6 96.7
　所有一元企業 13.6 0.4
　その他 23.8 0.8
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図4　部門別赤字企業比率（2019年）（％）

出所：ロシア連邦国家統計局（2020）『ロシア統計年報2020年』
注：全法人・組織に占める赤字法人・組織の比率を意味する。
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２．ロシアの大企業―財閥・企業
集団

第1節で言及のあった企業の中には、
石油・ガス部門や冶金部門をはじめとする
基幹産業を代表するいわゆる「ビッグ・ビ
ジネス」の母体となった代表的企業が含
まれている。本節では、今日のロシア産
業界の根幹を担う大企業について考察す
る。
まずは、現代ロシアにおける企業集団
のスナップショットをとらえてみよう。ロシアに
おける大企業群の全体像をみるには、大
企業ランキングが有用である。世界中の
企業をランク付けしたものだと、米経済誌
フォーチュンによる「フォーチュン・グローバ
ル500」や英経済紙フィナンシャル・タイムズ
（FT）による「FTグローバル500」がよく
知られている。企業家についてのランキン
グは、ビジネス誌フォーブスによるものが代
表的だが、これについては後述する。
ロシアにおける大企業ランキングといえ
ば、露経済誌 RBKによる「RBC-500」
や、露経済誌エクスペルトの「エクスペル
ト400」が代表的である。以下、RBC-500

（www. rbc. ru）を中心に、ロシア企業シ
ステムにおいて際立つ3つの特徴を考察
する。
第1の特徴は、ロシア経済における大

企業の市場支配度の強さである。2020
年版 RBC-500（2019年の売上高に基づ
いて2020年に発表されたランキング）によ
ると、ランクインしている500社の総売上
高（2019年）は、89.24兆ルーブルであっ
た。これは、ロシア国内総生産（GDP）
の81.1％に相当する。2019年版 RBC-500
（2018年）では、500社の売上高は85.5
兆ルーブルであり、同年 GDPの82.3％に
相当した。2018年版 RBC-500（2017年）
の500社の売上高は72.3兆ルーブルで、
GDPの78.5％に相当した。なお2015年
版によると、RBC-500社の売上高はGDP
の70.9％に相当していたことからも、ロシア
大企業の市場支配度は、その水準が極
めて高いだけでなく、漸次増大傾向にす
らあることが分かる。
表5にトップ20社の推移を示す。
2020年版 RBC-500（2019年のデータ）

及び2019年版 RBC-500（2018年のデー
タ）とも、500社の内トップ20社が総売上

高の半分以上を担っている。なお、トップ
100社が、2020年版では総売上の76.2％
を占めている。前年は76％を占めていた。
企業の順位変化も少ない。2015年から

2020年までのトップ10をみると、上位5社
はずっと同じ顔ぶれである。2015年から
2019年までの5年間では、1位がロシア最
大の国営ガス会社であるガスプロム、2位
が民間石油大手のルクオイル、3位が国
営石油最大手のロスネフチ、4位が国営
銀行のズベルバンク、5位が国営企業の
ロシア鉄道であり、順位も不変だった。上
位10社についても、順位の変化は少ない。
2020年10月に発表された最新のランキン
グでは、トップが初めて変わり、ガスプロム
が首位の座をロスネフチに譲った。いずれ
にしても、ビッグ・ビジネスの存在感は絶大
である。
第2の特徴は、大企業群における資源

部門のプレゼンスの大きさである。ランキン
グの推移をみると、資源関連企業が常に
上位を占めている。RBC-500社は、33の
部門に分類することができるが、その中で
も、主要部門は石油・天然ガスに集中して
いる。上位3位は継続してガスプロム、ロ

表5　露経済誌RBC-500ランキングによる売上高上位のロシア企業（2015～2020年）

順
位

2015年
順
位

2016年
順
位

2017年

会社名 売上高
(10億ルーブル) 会社名 売上高

(10億ルーブル) 会社名 売上高
(10億ルーブル)

1 ガスプロム 5,477 1 ガスプロム 5,985 1 ガスプロム 5,966
2 ルクオイル 4,718 2 ルクオイル 5,174 2 ルクオイル 4,744
3 ロスネフチ 3,681 3 ロスネフチ 4,120 3 ロスネフチ 4,134
4 ズベルバンク 2,155 4 ズベルバンク 2,904 4 ズベルバンク 3,059
5 ロシア鉄道 1,796 5 ロシア鉄道 1,991 5 ロシア鉄道 2,133
6 VTB 989 6 VTB 1,308 6 VTB 1,320
6 ロステク　＊ 965 6 ロステク　＊ 1,140 6 ロステク　＊ 1,266
7 スルグートネフチェガス 875 7 スルグートネフチェガス 993 7 マグニート 1,075
8 マグニート 764 8 マグニート 951 8 X5 1,034
9 ロスセーチ 760 9 ロスアトム 821 9 スルグートネフチェガス 1,006
10 インテル RAO 741 10 X5 809 10 ロスセーチ 904
11 トランスネフチ 695 11 インテル RAO 805 11 インテル RAO 868
11 AFK システマ　＊ 637 12 トランスネフチ 773 12 ロスアトム 865
12 X5 634 13 ロスセーチ 767 13 タトネフチ 818
13 ロスアトム 618 13 AFK システマ　＊ 709 13 AFK システマ　＊ 698
14 メガポリス 507 14 ガスプロムバンク 597 14 メガポリス 638
15 エヴラズ 502 15 メガポリス 580 15 ガスプロムバンク 619
16 タトネフチ 476 16 タトネフチ 553 16 タトネフチ 580
17 ガスプロムバンク 456 17 エヴラズ 534 17 ノリニッケル 549
18 ノリニッケル 447 18 ルサール 529 18 ノヴァテック 537
19 バシネフチ 438 19 バシネフチ 508 19 ルサール 535
20 MTS 411 20 ノリニッケル 501 20 エヴラズ 517

出所：RBK誌ウエブサイト（www. rbc. ru）から作成
注：＊同位だが、複合グループなので、他社と厳密な比較が困難。

順
位

2018年
順
位

2019年
順
位

2020年

会社名 売上高
(10億ルーブル) 会社名 売上高

(10億ルーブル) 会社名 売上高
(10億ルーブル)

1 ガスプロム 6,546 1 ガスプロム 8,224 1 ロスネフチ 7,783
2 ルクオイル 5,475 2 ルクオイル 7,479 2 ガスプロム 7,660
3 ロスネフチ 5,030 3 ロスネフチ 6,850 3 ルクオイル 7,415
4 ズベルバンク 3,133 4 ズベルバンク 3,160 4 ズベルバンク 3,340
5 ロシア鉄道 2,252 5 ロシア鉄道 2,413 5 ロシア鉄道 2,508
5 ロステク　＊ 1,589 5 ロステク　＊ 1,643 5 ロステク　＊ 1,772
6 VTB 1,330 6 スルグートネフチェガス 1,537 6 X5 1,734
7 X5 1,295 7 X5 1,533 7 スルグートネフチェガス 1,571
8 スルグートネフチェガス 1,156 8 VTB 1,361 8 VTB 1,411
9 マグニート 1,143 9 マグニート 1,237 9 マグニート 1,369
10 ロスセーチ 948 9 SAFMAR　＊ 1,204 9 SAFMAR　＊ 1,359
11 インテル RAO 917 10 ロスアトム 1,031 10 ロスアトム 1,200
12 トランスネフチ 854 11 ロスセーチ 1,022 11 インテルRAO 1,032
13 ロスアトム 821 12 インテルRAO 963 12 ロスセーチ 1,030
13 AFK  システマ　＊ 705 13 トランスネフチ 932 13 トランスネフチ 1,027
14 タトネフチ 681 14 タトネフチ 911 14 タトネフチ 932
15 メガポリス 656 15 ノヴァテク 832 15 ノリニッケル 878
16 ガスプロムバンク 637 16 エヴラズ 813 16 ノヴァテク 863
17 エヴラズ 632 16 AFKシステマ　＊ 777 17 DKBR 895
18 NLMK 587 16 En+　＊ 776 18 エヴラズ 771
19 ノヴァテック 583 17 NLMK 756 18 En+　＊ 761
20 ルサール 582 18 ノリニッケル 729 19 メガポリス 752

19 メガポリス 707 20 ガスプロムバンク 731
20 ガスプロムバンク 693
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スネフチ、ルクオイルの石油ガス大手であ
るし、トップ10のうち、4社が石油・ガス部
門である。トップ500社のうち、500社売上
高総計89.24兆ルーブルの36.2％を、石
油・天然ガス部門の企業63社が占めてい
る。次いで10.7％を金融部門の40社が占
めた。トップ500社総売上高の10.2％を占
めたのは冶金部門の55社であった。
米国のフォーチュン500のトップ企業

（fortune.com/fortune500）と部門比較
をすると、同2020年版ランキングでは、1
位がウォルマート、２位エクソンモービル、
3位アップル、4位バークシャーハザウェイ、
5位アマゾン.コム、6位ユナイテッドヘルス
グループ（医療保険・ヘルスケア企業）、7
位マッケソン（医薬品関連卸売企業）、8
位 CVSヘルス、9位AT&T、10位アメリ
ソース・バーゲン（医薬品サービス企業）と
なっている。2018年と2019年は順位に若
干の変化があるものの、顔ぶれはかわっ
ておらず、GAFAは2社（アップルとアマ
ゾン.コム）がトップ5に入っている。ロシア
とは打って変わって、全て民間企業である
し、資源関連企業はエクソンモービル1社
のみである。
石油・ガス部門について付け加えると、
2019年版 RBC-500では、500社の中で、
前年度比で最も高いランキングの伸びを
記録した企業も、同部門からであった。具
体的には、ヤマルLNGという、ロシア民
間ガス企業ノヴァテク主導の合弁企業で
ある。ヤマル半島には世界の天然ガス埋

蔵量の20％以上が存在すると言われ、ノ
ヴァテク（出資率50.1％）、トタル（20.0％）、
中国 CNPC（20.0％）、シルクロード基金
（9.9％）が出資するヤマルLNGは、ロ
シア北極圏に位置するヤマロ・ネネツ自治
管区での液化天然ガス（LNG）生産に携
わっている。2017年12月に生産と出荷を
開始した。同社の売上高は、2017年の
36億ルーブルから50倍の1818億ルーブル
に跳ね上がり、同年のRBC-500ランキン
グにいきなり82位で登場した。後述するノ
ヴァテク自体もトップ20に入っている2。
第3の特徴は、国家部門の支配度・影

響力である。表3の企業所有形態別構成
では、民間企業が圧倒的多数派である
が、国家部門の際立つ存在感が見逃せ
ない。2019年版 RBC-500にランクインし
ている国有企業の数は、88社から81社
に減り、一方の民間企業は、394社から
401社に増加した。しかし、数の上では民
間企業が多数ながら、総売上でみると、
81社の国有企業が500社の総売上の41％
（35.3兆ルーブル）を占めている。401社
の民間企業は56％（48兆ルーブル）であ
る。
トップ10社のうち半数以上が国有企業
である。トップテンのうち2社が金融機関
だが、ロシア最大手銀行ズベルバンクと
外国貿易銀行が前身のVTB両行ともに
国営銀行である。これら2行は競合関係
にあるとはいえず、銀行部門が2大国営
銀行によって独占されている状況と捉える

ことができる（RBK, 2019）。さらに、国有
企業は、国家財政からの公式ないし非公
式なサポートを享受しているにもかかわら
ず、過去1年間の売上高の成長率を見る
と、国有企業は15.3％であり、民間企業
の19.7％よりも低い（RBK, 2019）。民間
部門に比べて、国家部門の「稼ぐ力」が
相対的に見劣りするのは、市場変化に対
する適応力の低さや、内部組織のＸ非効
率（ライベンシュタイン）に依るところが大き
いものと考えられる。
国家部門の影響力の強さについては、

次節でさらに議論する。
このように、ロシア経済において圧倒的
なプレゼンスをもつ大企業であるが、一体
どのような人々に率いられているのだろう
か。1990年代、ロシアの資本主義化の過
程で、新興企業家が台頭したことは、第1
節で言及した。エリツィン時代に「オリガル
ヒ」として知られるようになったこれら企業
家・実業家たちは、政権との公式・非公式
な強い結びつきの下、企業を率い、発展さ
せた（Yakovlev, 2006 ; Adachi, 2010）。
オリガルヒとよばれる新興実業家を含め
た大企業家は、表6に示されているフォー
ブス誌ロシア版の企業家ランキングで上位
を占めている。同表の通り、石油・ガス及
び冶金分野を収入源とする企業家が多い
ことが分かる。
エリツィン時代、当時のオリガルヒ筆頭
格であったボリス・ベレゾスキーは、自分を
含めたオリガルヒ７人組によってロシア経済

2 ヤマルLNGプロジェクトには、仏プラント建設大手テクニップや日本からは日揮と千代田化工建設が参画した。

表6　ロシア企業家資産ランキング（2016～2020年）

順
位

2016年
順
位

2017年
順
位

2018年

氏名 資産
（10億米ドル） 収入源 氏名 資産

（10億米ドル） 収入源 氏名 資産
（10億米ドル） 収入源

1 L. ミヘルソン 14,400 ガス・石油化学 1 L. ミヘルソン 18,400 ガス・石油化学 1 V. リーシン 19,100 鉄

2 M. フリードマン 13,300 石油・金融 2 A. モルダショフ 17,500 鉄 2 A. モルダショフ 18,700 鉄

3 A. ウスマノフ 12,500 鉄・テレコム 3 V. リーシン 16,100 鉄 3 L. ミヘルソン 18,000 ガス・石油化学

4 V. ポターニン 12,100 非鉄 4 G. ティムチェンコ 16,000 ガス・石油化学 4 V. アレクペロフ 16,400 石油

5 G. ティムチェンコ 11,400 ガス・石油化学 5 A. ウスマノフ 15,200 鉄・テレコム 5 G. ティムチェンコ 16,000 ガス・石油化学

6 A. モルダショフ 10,900 鉄 6 V. アレクペロフ 14,500 石油 6 V. ポターニン 15,900 非鉄

7 V. ヴェクセルベルグ 10,500 非鉄・投資 7 M. フリードマン 14,400 石油・金融 7 A. メリニチェンコ 15,500 投資

8 V. リーシン 9,300 鉄 8 V. ポターニン 14,300 非鉄 8 M. フリードマン 15,100 石油・金融

9 V. アレクペロフ 8,900 石油・金融 9 A. メリニチェンコ 13,200 ガス 9 V. ヴェクセルベルグ 14,400 非鉄・投資

10 G. ハン 8,700 石油 10 V. ヴェクセルベルグ 12,400 非鉄・投資 10 A. ウスマノフ 12,500 鉄・テレコム

出所：フォーブス誌ロシア版ウエブサイト(www.forbes.ru) から作成

順
位

2019年
順
位

2020年

氏名 資産
（10億米ドル） 収入源 氏名 資産

（10億米ドル） 収入源

1 L. ミヘルソン 24,000 ガス・石油化学 1 V. ポターニン 19,700 非鉄

2 V. リーシン 21,300 鉄 2 V. リーシン 18,100 鉄

3 V. アレクペロフ 20,700 石油 3 L. ミヘルソン 17,100 ガス・石油化学

4 A. モルダショフ 20,500 鉄 4 A. モルダショフ 16,800 鉄

5 G. ティムチェンコ 20,100 ガス・石油化学 5 V. アレクペロフ 15,200 石油

6 V. ポターニン 18,100 非鉄 6 G. ティムチェンコ 14,400 ガス・石油化学

7 M. フリードマン 15,000 投資 7 A. ウスマノフ 13,400 鉄・テレコム

8 A. メリニチェンコ 13,800 投資 8 M. フリードマン 13,000 投資

9 A. ウスマノフ 12,600 鉄・テレコム 9 A. メリニチェンコ 12,500 投資

10 R. アブラモヴィッチ 12,400 投資 10 R. アブラモヴィッチ 11,300 投資
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の約半分をコントロールしていると1996年
に豪語していた。7人組のうち2人（ウラジー
ミル・ポターニンとミハイル・フリードマン）は、
現在でも企業家ランキングのトップ10に入
り、「元祖オリガルヒ」として実業界で活躍
している。ポターニンは2020年にトップに
返り咲いている。7人のうち3人（ベレゾフ
スキー、ミハイル・ホドルコフスキー、ウラジー
ミル・グシンスキー）は、プーチン大統領と
対立し、ロシアのビジネス界から消えさった
（安達、2016）。
プーチン時代に入り、プーチン大統領
に近い人物が、大企業の舞台で頭角
を表すようになった。「シロヴィキ」とよば
れる、軍やFSB（連邦保安庁）やその
前身であるソ連時代のKBG（国家保
安委員会）や内務省等の治安機関出
身者がビジネス分野で台頭してきたので
ある（Kryshtanovskaya, 2009 ；加藤 、
2012）。
「元祖オリガルヒ」全盛の1996年から
10年経った2006年には、プーチン大統領
に近い5人が「プーチン時代のオリガルヒ」
として頭角を表した。表7は、エリツィン時
代とプーチン時代の「オリガルヒ」の一部
交代を示している。RBC-500ランキングの
ツートップであるガスプロムとロスネフチの
社長であるアレクセイ・ミーレルとイーゴリ・
セーチンもそれぞれ含まれている3。この5
人が支配する大企業の総資産は、2005
年 GDPの1/3強に相当する額に達してい
たといわれている。この特異な状況を背景
に、シロヴィキが中心となったプーチン時
代のオリガルヒを指して、「シロヴァルヒ」と
いう造 語まで生まれた（Treisman, 
2007）。
エリツィン後は、プーチン大統領に近い
人々がビジネス界で活躍するようになった
が、プーチン時代に急浮上した企業家に、
ゲンナジー・ティムチェンコとレオニード・ミヘ
ルソンがいる。ミヘルソンは、表6で示した
ように、フォーブスでも1位になることが複
数回あり、プーチン時代となりティムチェン
コもトップテン常連となった。そして彼ら率
いる民間ガス会社のノヴァテックも急成長

した。
ミヘルソンによって創設されたノヴァテッ
クは、プーチン大統領に近いといわれる
ティムチェンコ率いるヴォルガグループが、
2009年に普通株の18.2％を所有するよう
になった後、急成長している。2013年に
売上高を2009年の900億ドルから2980億
ドルにも伸ばし、RBK 誌が集計したロシ
アの民間企業ランキングのトップ30にランク
インした（RBK, 2014）。再び表5の通り、
RBC-500では、2017年以来トップ20入り
を果たしている注目株である。ガスプロム
が躊躇していたLNG事業を展開すること
によって、ノヴァテックは急成長を遂げた。
ミヘルソン率いる経営トップの効率的な経
営能力も評価されている。
実業家の様相とフォーブスの長者番付

に関連し、最近注目を集めているロシアの
富豪一族ランキングのトップについてここで
触れておこう。2020年最新版において1
位に返り咲いたのは、2014年にロシア版
富豪一族ランキングが開始されたときに1
位だったロッテンベルク一族であり、その
資産額は54.5億ドルを誇る（forbes.ru）。
同一族は、アルカーディとボリスのロッテン
ベルク兄弟を中心に、産業建設、金融、
油田サービスを資金源としている。兄のア
ルカーディはプーチン大統領とは元柔道

仲間で、兄弟共に「プーチン時代のオリガ
ルヒ」としてビジネス界で台頭した人物で
ある4。
このように、政権に近しい人々が多くの

トップ企業を指揮するという構図が、体制
転換期を通じたロシア財界の顕著な特徴
だといえる。ポイントは、企業家達の成功
のカギは、政権との強い結びつきによって、
有利なビジネスへのアクセス機会が与えら
れたことにある。市場経済移行の初期段
階での企業家創出の要因もそうであった。
現在活躍している支配企業家層も、当局
側よりビジネス上の特恵が与えられ、政権
中枢への距離の近さに依存するところが
大きい。とはいえ、特に民間企業におい
て、ただ単にコネがあるだけでなく、ビジ
ネスを発展できる企業家としての能力が生
き残りには重要であることは認識するべき
であろう。いずれにしても、エリツィン時代
とプーチン時代では、顔ぶれに変化が生
じてはいるものの、政治権力とのつながり
が企業活動にとって極めて有利なことは、
どちらの時代にも共通している（Adachi, 
2015）。そして、オリガルヒが、ロシアの実
業界においていまだに重要な役割を果た
していることも確かである。

3 ミーレルを除く4人は、シロヴィキの代表格と言われる人物である。
4 ちなみに、2021年1月に、ロシアの政治活動家アレクセイ・ナヴァーリヌィが、「プーチン宮殿」としてインターネット上で紹介して話題になった豪邸について、その持ち主だと
名乗りをあげたのは、このアルカーディ・ロッテンベルクである。

表7　プーチンの「シロヴァルヒ」たち

出所：Treisman（2007, p.146）

氏  名 「シロヴァルヒ」支配企業
(2006年)

「元祖オリガルヒ」支配
(1996年)

Ｉ．セーチン(シロヴィキ) ロスネフチ・ユガンスクネフ
チェガス（石油ガス）

ユガンスクネフチェガスを
ホドルコフスキーが支配

Ａ．ミーレル ガスプロム・シブネフチ（石
油ガス）・ＮＴＶ（放送）

シブネフチをベレゾフス
キーとアブラモヴィッチが、
ＮＴＶをグシンスキーがそ
れぞれ支配

Ｓ．チェーメゾフ(シロヴィキ)
ロスアバロンエクスポルト
（兵器輸出）、アフトヴァズ
（自動車）

アフトヴァズをベレゾフス
キーとアブラモヴィッチが
支配

Ｖ．イヴァノフ(シロヴィキ) アエロフロート（運輸）、
アルマズ・アンテイ（機械）

アエロフロートをベレゾフ
スキーとアブラモヴィッチ
が支配

Ｖ．ヤクーニン(シロヴィキ) ロシア鉄道（運輸）
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危機下ロシアの大企業体制と国家産業支配

３．�国家の産業支配

強まる経済への国家関与については、
プーチン政権が始動してから、話題になる
ことが多いテーマである。第1節で、2020
年1月現在における法人・組織の部門別・
所有形態別構成を示したが、傾向として、
国家の経済におけるプレゼンスがプーチン
政権下で拡大したことを示唆するいくつか
のデータがある。例えば、移行経済研究所
（ガイダール研究所）や経済発展省による
と、2006年においては、ロシアのGDPの
38％を国有部門が占めていたが、2008年
には40～45％の水準に拡大した。2008
年のグローバル金融危機は国有部門拡
大の傾向を強め、2009年には50％を超え
るようになったという。別の研究でも、ロシ
アの国有部門は、2000年以降増大したこ
とを示す（Radygin and Entov, 2008）。
2012年のBNPパリバのレポートでは、「ロ
シアの国有部門が経済全体のおよそ50％
になるなどかなり拡大した」と指摘されてい
る（Tsepliaeva and Eltsov, 2012）。
経済開発協力機構（OECD）は、ロシ

アにおける企業活動に対する国家コント
ロールの強さを指摘する。OECDは、経
済活動への国家関与を指標化した製品
市場規制（PMR）指標を策定しており、こ
れを用いて、様々なビジネス部門の競争
に対する規制障壁の状況を、国家横断
的に評価することができる。PMR指標は、
国家関与・統制、法的・行政的障壁、貿
易・投資への障壁の3要素を0～6点で評
価し、加重平均したものである。数値が
高いほど規制が強いことを意味する。こ
のうち国家関与・統制については、「公的
所有」と「ビジネス活動への関与」につい
て指標化されている。表8の通り、ロシア
における企業活動への国家コントロール
の程度は、社会主義体制を維持する中
国に比肩し、他の資本主義先進諸国より
も著しく高いことが分かる（OECD, 2009, 
2010）。
ロシア経済における国家部門の占める
割合について話を戻すと、2019年始めに、
エリツィン時代から生き残っているオリガル

ヒの一人であるオレグ・デリパスカが、FT
のインタビューで、ロシアでは「およそ70％
の経済は国家の掌中にある」と語った。ロ
シア連邦反独占庁（FAS）は、2019年の
報告書で、「政府と国有企業によるロシ
アのGDP への寄与」について、1998年
のロシア金融危機以前は約25％と推定さ
れていたが、2008年にはその割合が40
〜45％に増加し、2013年には50％を超え
たとしている。さらに、FASは、専門家
による推定と断った上で、2017年には、
60～70％の水準にも達している可能性が
あると指摘した。また、その状況が2018
年には大幅に変化していない、とも付け
加えた（FAS, 2019）。様々な数字が提
示される中、70％を超えるというのは過大
評価の可能性が高い（Arshakuni and 
Efimova, 2019)。
むしろ注意を払うべきは、ロシア経済全
体における国家部門のシェアの拡大という
よりも、いわゆる「戦略的分野」における
国家の支配度の高さであろう。
実際のところ、政策立案にもかかわるシ

ンクタンクの戦略研究センター（CSR）は、
2000年から国家部門が産業の中核的部
分を占める傾向が強くなりつつなり、2016
年にはロシア経済における国家のシェア
が46％を占めるようになったと指摘する5。
1990年代と比較して、2000～2008年の
間に、ロシア経済における国家部門の量
的拡大が明確に見られたと、CSRは指摘
している。しかし、2010年代になると傾向
に変化が生じ、国有企業の主要経済指
標におけるシェアは、安定するか増加する
としてもわずかである、とも述べている。そ
の一方で、政府の統制が、より一層「質

的拡大」のフェーズに移り、戦略的分野
への影響力を強めていると指摘する。こ
こでいう質的拡大とは、企業活動や資源
（人的・金融資源）配分における政府や
政府系機関の役割の強化や、以下に述
べる国家主導による企業の統合や設立の
動きなどを意味する（CSR, 2018）。同様
に、国際通貨基金（IMF）は、ロシアにお
ける国家部門の生産量のシェアは、2012
年の32％から2016年の33％にわずかに増
加したという調査結果を発表し、上位15
の分野で「国家の存在感がより強い」と付
け加えている（Di Mella et al., 2019）。
2000年に大統領に就任したプーチン大

統領の下、石油・ガス部門や軍需産業等、
政府によって「戦略的」とみなされる産業
を中心に、国家による経済への関与が強
まった。政府系巨大石油ガス会社の躍進
については上述したが、国家主導で企業
の統合・設立を推進する取り組みという面
で重要な「国家コーポレーション」という組
織形態の特殊法人について、最後に考
察する（安達、 2016）。
プーチン大統領は、石油ガス依存体質
なロシア経済の多角化の実現へむけて、
ハイテク産業の育成の必要性をかねてか
ら訴え、軍需産業を含むハイテク産業、
航空機製造業や原子力産業等、戦略的
産業に従事する企業の再編・統合を国家
主導で進めた。重点産業に国家資金を
優先的に配分する目的もあるといわれ、国
家コーポレーション創設は、経済への国家
の拡張の新しい形となった。
優先的国策会社としての位置付けが

強い代表的な国家コーポレーションとして、
ロステクとロスアトムがある。再び表5の通

5 CSRは、GDPにおける国家部門のシェア（寄与）について、国有企業、国家統計局が一般政府部門GGPと分類する政府機関及び関連機関、そして第1節でも言及
のあった所有一元（ユニタリー）企業によって生み出された価値、の3要素を基に算出している（CSR, 2018）。

表8　経済開発協力機構（OECD）の製品市場規制（PMR）指数（2008年）

出所：OECD（2009，2010）

ロシア 中国 OECD平均 米国 ユーロ圏

PMR指数 3.30 3.30 1.34 0.84 1.32

国家関与・統制 4.39 4.63 2.03 1.10 2.19

　公的所有 4.28 5.33 2.91 1.30 3.08

　ビジネス活動への関与 4.50 3.94 1.15 0.90 1.30
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り、両社ともRBC-500のトップ10に入って
いる。ロステクは、ハイテク工業製品の開
発・生産・輸出を促進する目的で2007年に
創設された。軍需産業の再編と立て直し
を目指す政府の期待もかかっている。プー
チン大統領に近いセルゲイ・チェーメゾフ
が、創設以来同社の総裁を務めている。
企業グループの中核は兵器輸出企業であ
り、その他ロステクの傘下には、航空機・
自動車メーカーや、世界最大のチタン製
造会社、ライフル製造で有名なカラシニコ
フ、防空ミサイル製造会社等の錚々たる
企業が収まっている。
一方のロスアトムは、原子力の発展と原
子力産業の育成を目的として2007年に設
立された。前身はロシア連邦原子力省だ
が、民間部門と軍需部門、そして研究教
育関連機関を統合して国家コーポレーショ
ンという形で再組織化された。民生用原
子力産業、軍事用核セクターの指揮系統
を一本化することによって、ロシアの原子
力部門全体の効率的展開が期待されて
いる。2007年の創設から、プーチン大統
領により2016年に大統領府副長官に任命
されるまでは、セルゲイ・キリエンコがロスア
トムの初代総裁を務めた。
通説的なコーポレート・ガバナンスの観
点からみると、国家コーポレーションは大
変イレギュラーな存在である。国家コーポ
レーションは、株式会社でも所有一元（ユ
ニタリー）企業でもなく、形式上は非商業
組織として位置づけられている。しかし、
傘下に、営利法人を子会社におき、商業
活動を行っている国家コーポレーションもあ
る。営利法人を抱える非商業組織という
実に特殊な法人格形態である国家コーポ
レーションは、それぞれが個別の連邦法
によって、その設立・解散、活動目的、会
社組織等が細かく規定されている。株式
会社ではないため、民法典による規定が
あてはまらず、特殊な法人格なので、競
争法や破産法が定める法的義務からも免
除されているし、2011年に非商業組織に
関する法律が改正されるまでは、会計検
査院の統制下からも外れていた。さらに、
国家コーポレーションは、資産用途に関し
て年次報告書を作成しなければならない
が、会社法が定める法人のような説明責
任（株式総会開催等）は要求されていな

い。破産認定をされることもない。国家コー
ポレーションの総裁は、基本的にロシア連
邦大統領が任命・解任する。トップマネジ
メントのみならず、監査委員会の形成にも
大統領が大きな役割を果たす。監査委員
会の役員は、政府から選出されることが
多い（安達、2016）。
国家コーポレーションの創設には、ソ連

時代に競争力を誇り、ソ連解体後に低迷
を続けた戦略産業部門を、国の主導に
よって再生させようというプーチン大統領
の方針が反映している。また、軍需・国
防産業を再生し活性化することによって、
最先端技術の開発やイノベーションを推
進し、ロシア経済近代化の原動力とする
狙いがある。宇宙開発も優先分野のひと
つで、プーチン第2次政権となり、新たな
国家コーポレーションであるロスコスモス
が、ロシア宇宙庁と統一ロケット宇宙コー
ポレーションを統合する形で、2016年に創
設された。以上の通り、会社組織としては
実に不透明な特殊法人「国家コーポレー
ション」であるが、ロシア産業界におけるプ
レゼンスは大いに健在である。
このように、2000年に始動したプーチン
政権下では、戦略的とみなされる分野へ
の国家関与強化の動きが増した。企業
私有化の流れは減速し、経済への政府
の影響力が拡大するロシア型国家資本
主義が形成されていると見られる（上垣、
2015；  溝端、2015；  安達、2016）。国家
資本主義とは、経済目的だけでなく、政治
的思惑からも市場を利用しようとするシステ
ムであり、政府が経済介入し、国家が管
理を強めようとする（ブレマー、2011）。プー
チン時代のロシアは、政府系企業・国策
会社の台頭が顕著であることと、国の経
済政策のツールとして企業の利用価値を
見いだそうとするところに、産業組織上の
特徴があるといえるだろう。

おわりに

2021年に、体制転換30周年を迎えるロ
シアは、国有企業およそ10万社の私有化
と、この数を遥かに上回る新規参入及び
市場退出を経て、現在の企業セクターを
創り上げた。今日、ロシア企業の圧倒的
大多数は、ソ連邦崩壊後に設立された企

業群から成る。従業員50名以上の中堅・
大企業すらも、設立後10年以内に、その
大半が市場からの退出を余儀なくされて
おり、この意味での新陳代謝の激しさは、
我が国を含めた先進諸国のそれをも上回
るものと見られる。ロシアは、市場経済化
の進展と共に、社会主義時代には想像も
つかない経済的ダイナミズムを取り戻した
といえるが、同時に、同国企業セクターの
不安定性の高さは、2008年世界金融危
機を契機とする長期経済不振の下での経
営環境の悪化とも密接に関連している。
第1節で述べた通り、2016年以降現在に
至る間、市場退出率が新規参入率を大
幅に凌駕する状況が続いており、ロシア
企業セクターの活力が漸次失われている
という危惧が否めない。
2008年の世界金融危機から新型コロ

ナウイルス感染問題に至る一連の外生的
ショックがロシア経済にもたらした負の影響
は実に大きい。しかし、ロシア企業セクター
の衰退を招いている制度的・構造的問題
は、この国の将来にとってより深刻である。
それこそが、第2節で述べた政商のビッ
グ・ビジネス占拠であり、また第3節で考察
した戦略部門の国家支配である。オリガ
ルヒの財界台頭は、エリツィン時代にも顕
著であったが、オスルンド（2020）によると、
「その多くが、新しい企業を興すというよ
りも、むしろソ連邦時代からある既存巨大
企業の蘇生に自らの命運を託してはいるも
のの、優れた独立・独行の企業家」（270
頁）として振る舞い、ロシア基幹産業の再
生に大きく貢献した。しかし、2004年以降
は、これら「白いオリガルヒ」に代わって、
プーチン政権と癒着した「黒いオリガルヒ」
が台頭し、「これら黒いオリガルヒの公式
な財産は、本当はプーチンに属するという
のが、1つの一致した見解」（281頁）だ
という。つまり、エリツィン時代のオリガルヒ
は、政府との微妙な間合いを維持しつつ、
しかし民間事業者として巨大企業の再建
に辣腕を振るった存在であったが、いま見
る彼らは、政府指導部にしっかりと取り込
まれてしまっているのである。プーチン時
代の「シロヴァルヒ」と呼ばれる面々は、オ
リガルヒに優る政府交渉力を有している反
面、正にそのような存在として理解される
べきである。
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前節で解説した通り、近年「国家コー
ポレーション」という実に不可解かつ巧妙
な仕掛けを用いて、政府による戦略部門
の直接支配を着 と々進めているプーチン
政権は、大企業の事実上の制圧では飽
き足らないと考えているように見える。国家
が企業資産や生産活動をどれだけ占めて
いるかを正しく測定することは大変な難事
であるが、その圧倒的なプレゼンスが、産
業界における民間部門の活力を大いに削
いでいるであろうことは容易に想像できる。

かかる政府支配の産業組織は、政治的
に歪んだ大企業体制と相乗して、ロシア
企業セクターの衰退を加速しかねない。
本稿冒頭に触れたヘンダーソンの懸念は、
今後ますます深刻化する恐れを孕んでい
る。

（謝辞）
本稿は、科学研究費補助金基盤研究

C「ロシアの国家資本主義（ステート・キャ
ピタリズム）の政治経済的研究と他新興

国比較」（課題番号：18K11825）及び科
学研究費助成事業国際共同研究加速基
金（国際共同研究強化B）「国際制裁
下ロシアの国家、地域及び企業社会：日
米露共同研究プロジェクト」（課題番号：
19KK0036）の研究成果であり、安達・岩
㟢（2021）を、本誌のために大幅に改定
したものである。同論文の一部転載に対
しては、上智大学外国語学部紀要編集
委員会から快諾を得た。記して謝意を表
する。


